
35.5%

31.2%

30.3%

42.5%

31.7%

36.5%

51.1%

55.1%

60.7%

46.7%

45.0%

48.1%

5.7%

4.9%

3.3%

6.1%

5.0%

7.5%

2.9%

4.9%

3.3%

0.9%

10.0%

0.8%

4.9%

3.9%

2.5%

3.7%

8.3%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

拡大 現状維持 縮小 廃業の検討 わからない

(n=842)

(n=205)

(n=122)

(n=214)

(n=60)

(n=241)

46.9%

40.8%

40.7%

54.7%

45.0%

49.0%

40.6%

47.1%

42.3%

35.5%

38.3%

39.4%

3.1%

2.9%

7.3%

0.9%

1.7%

3.3%

9.4%

9.2%

9.8%

8.9%

15.0%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

激化する 横ばい 緩和する わからない

(n=844)

(n=206)

(n=123)

(n=214)

(n=60)

(n=241)

20.7%

13.6%

30.9%

19.6%

15.0%

24.1%

50.8%

54.9%

49.6%

54.7%

40.0%

47.3%

20.1%

23.3%

9.8%

21.0%

31.7%

19.1%

8.3%

8.3%

9.8%

4.7%

13.3%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

拡大見込 横ばい 縮小見込 わからない

(n=844)

(n=206)

(n=123)

(n=214)

(n=60)

(n=241)

47.7%

43.4%

52.1%

53.3%

31.7%

48.7%

40.6%

45.4%

41.2%

37.4%

43.3%

38.7%

11.5%

11.2%

6.7%

9.3%

25.0%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

黒字 収支トントン 赤字

(n=238)

(n=60)

(n=214)

(n=119)

(n=205)

(n=836)
52.1%

48.3%

55.5%

57.0%

36.7%

53.3%

29.4%

29.8%

28.6%

27.1%

31.7%

30.8%

18.5%

22.0%

16.0%

15.9%

31.7%

15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

黒字 収支トントン 赤字

(n=838)

(n=205)

(n=119)

(n=214)

(n=60)

(n=240)

中小企業の経営課題に関するアンケート結果概要

○調査目的：東京商工会議所 中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の実現を目指
し、例年、｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提出している。本調査
は、中小企業が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項の取りまとめに供するため会員中小企業・小
規模事業者を対象に行ったもの。
○調査期間：平成27年1月14日～1月30日
○調査方法：郵送による調査票送付、

FAX、メールによる回答
○調査対象：会員中小企業・小規模事業者4,875社
○回答数 ：850社(回収率17.4%)
○回答企業の属性

2015年調査

【業種】

【業歴】

【資本金】【従業員数】

【売上高】

（１）直近の収益状況（経常利益） （２）今後の見通し(来期)

【海外との取引状況】

平成27年2月25日
東京商工会議所

中小企業部
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１．経営状況について

○「黒字」の割合が52.1%を占め、次いで「収支トントン」（29.4%）、「赤字」(18.5%)となっている。今後の見通しについ
て直近と比較すると、「黒字」(△4.4）、「赤字」(△7.0)が減少し、「収支トントン」（＋11.2）が増加している。

２．事業の見通しについて

（１）業界の中期展望（今後3～5年） （２）業界の競争環境（今後3～5年）

（３）貴社の事業方針

○業界の市場規模については、約5割が「横ばい」と回答し、2割がそれぞれ「拡大」「縮小」と回答。
○業界の競争環境については、4割強が「激化する」と回答。
○事業方針については、「現状維持」が51.1%と最も高く、次いで、「拡大」が35.5%となっている。

海外との取引を行っている

(49.3%)

(43.9%)

(55.9%)

(55.3%)

(38.2%)

(47.4%)

(28.9%)

(32.9%)

(26.2%)

(26.6%)

(32.7%)

(27.9%)

(21.8%)

(23.2%)

(17.9%)

(18.1%)

(29.1%)

(24.7%)

※（）内は前回調査結果

※2014年調査
○調査期間：平成26年1月14日～1月31日
○調査対象：会員中小企業・小規模事業者5,000社
○回答数 ：937社
○業種構成：製造業25.8%、建設業15.6%、卸売業25.6%、

小売業6.1%、サービス業26.9%
(47.9%)

(46.8%)

(53.8%)

(55.9%)

(27.3%)

(42.1%)

(41.2%)

(40.1%)

(37.2%)

(37.4%)

(58.2%)

(44.1%)

(11.1%)

(13.1%)

(9.0%)

(6.7%)

(14.5%)

(13.8%)

(22.0%)

(15.9%)

(40.6%)

(17.9%)

(10.7%)

(23.8%)

(43.9%)

(40.2%)

(34.3%)

(45.0%)

(44.6%)

(51.6%)

(23.9%)

(32.6%)

(8.4%)

(30.8%)

(32.1%)

(15.9%)

(49.5%)

(50.2%)

(41.0%)

(54.6%)

(49.1%)

(49.0%)

(33.9%)

(33.3%)

(32.6%)

(33.8%)

(36.8%)

(34.7%)

(38.1%)

(37.6%)

(37.8%)

(39.7%)

(33.3%)

(38.2%)

(50.2%)

(48.1%)

(54.5%)

(50.2%)

(49.1%)

(49.8%)

1～5年以下

2.1%
6～10年以下

4.8%

11～20年以下

11.9%

21～30年以下

13.0%

31～40年

以下

17.9%

41～50年

以下

17.8%

50年超

32.5%

(n=849)

個人事業主

4.5%
500万円

以下

13.4%

500万円超～

1千万円以下

29.2%

1千万円超～

3千万円以下

31.3%

3千万円超～5

千万円以下

13.3%

5千万円超～

1億円以下

7.8%

1億円超～

3億円以下

0.6%

(n=850)

0～5人以下

33.5%

6～20人以下

35.6%

21～50人

以下

19.2%

51～100人以下

8.6%

101～300人以下

2.7%
301人～

0.4%

(n=850)

1千万円未満

3.6% 1千万円～3千万円未満

7.4%

3千万円～5千万円未満

5.8%

5千万円～

1億円未満

13.2%

1億円～5億円未満

35.9%

5億～10億円未満

12.4%

10億～50億円未満

18.6%

50億円～100

億円未満

2.1%

100億円以上 0.8%

(n=838)

15.6%

21.7%

5.8%

8.1%

67.5%

0% 20% 40% 60% 80%

輸出を行っている

輸入を行っている

海外に自社の生産・営業拠点がある

海外企業と生産や販売に係わる

業務委託契約を行っている

海外との取引は行っていない

(n=812)

32.5%

製造業

24.2%

建設業

14.6%

卸売業

25.3%

小売業

7.2%

サービス業

28.7%

(n=850)



39.1%

35.0%

46.8%

43.3%

31.1%

36.9%

33.2%

34.0%

35.5%

32.6%

23.0%

34.4%

27.7%

31.1%

17.7%

24.2%

45.9%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

増加 変わらない 減少

(n=847)

(n=206)

(n=124)

(n=215)

(n=61)

(n=241)

36.9%

34.1%

43.4%

40.6%

29.5%

34.6%

35.8%

34.6%

38.5%

32.5%

26.2%

40.9%

27.2%

31.2%

18.0%

26.9%

44.3%

24.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

増加 変わらない 減少

(n=837)

(n=205)

(n=122)

(n=212)

(n=61)

(n=237)

21.2%

13.2%

27.6%

27.5%

19.7%

19.7%

52.5%

55.1%

53.7%

48.3%

44.3%

55.6%

26.3%

31.7%

18.7%

24.2%

36.1%

24.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

上昇 変わらない 下落

(n=834)

(n=205)

(n=123)

(n=211)

(n=61)

(n=234)

56.1%

50.3%

48.4%

39.1%

26.8%

25.3%

12.7%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

顧客ニーズに対するきめ細やかな対応

(ロット、納期、品揃え、アフターサービス等)

営業・販売体制の見直し・強化

既存製品・サービスの高付加価値化

新製品・新サービスの開発

新分野への進出

価格競争力の強化

海外需要の開拓

その他 (n=833)

69.9%

35.1%

31.7%

28.5%

22.1%

18.4%

11.9%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

人材の不足

製品・サービス・技術の不足

資金の不足

知識・ノウハウの不足

設備の老朽化・不足

市場情報の不足

許認可等に係わる規制・制度

その他 (n=814)

②販売・受注「量」 ③販売・受注「単価」
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３．売上について

（１）1年前と比較した売上の状況

（２）売上拡大に向け今後注力していきたい取組（複数回答）

（３）売上拡大に取組む上での課題(複数回答)

（４）売上拡大を阻害している外部環境(複数回答)

○売上高について、約4割の企業が「増加」と回答。業種別にみると、小売業では「減少」が45.9%と多くなっている
一方、「増加」も31.1%となっており、二極化がみられる。
○販売受注「量」については、4割弱が「増加」と回答している一方、「単価」については「変わらない」が5割を占め、
上昇は2割に留まる。売上増加の要因は「量」に起因し、「単価」上昇の影響は少ない。

○「顧客ニーズへの対応」や「営業販売体制の見直し・強化」、 「製品・サービスの高付加価値化」による取組が高い。

○「人材の不足」(69.9%)が最も高く、次いで、「製品・サービス・技術の不足」(35.1%)となっている。

○「価格競争の激化」（58.2％）が最も高く、次いで、「市場ニーズの変化・多様化」（40.6％）となっている。

(54.8%)

(51.1%)

(48.4%)

(41.0%)

(28.8%)

(23.7%)

(8.9%)

(5.0%)

58.2%

40.6%

29.8%

27.1%

26.2%

23.8%

21.1%

19.6%

14.1%

9.8%

8.7%

7.9%

7.2%

5.5%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

価格競争の激化

市場ニーズの変化・多様化

消費者の低価格志向

参入事業者の増加による過当競争

取引先からの値下げ要請

取引先の業績悪化、廃業

消費マインドの低下

少子化・高齢化

採用環境の悪化

ITの進展によるビジネス環境の変化

取引先の海外移転の増加

公共事業の減少

海外の経済動向

商圏内の人口減少

その他 (n=818)

(66.2%)

(39.3%)

(32.4%)

(30.0%)

(28.1%)

(新設)

(26.7%)

(18.7%)

(新設)

(11.2%)

(9.9%)

(8.5%)

(9.7%)

(6.1%)

(5.1%)

(64.5%)

(31.4%)

(35.6%)

(28.3%)

(19.1%)

(20.8%)

(10.4%)

(3.7%)

①売上高

(39.5%)

(36.7%)

(46.5%)

(42.1%)

(26.3%)

(38.9%)

(30.7%)

(28.3%)

(31.9%)

(30.0%)

(33.3%)

(32.1%)

(29.8%)

(35.0%)

(21.5%)

(27.9%)

(40.4%)

(29.0%)

(38.2%)

(37.7%)

(47.5%)

(39.6%)

(26.8%)

(34.6%)

(33.3%)

(28.5%)

(34.0%)

(29.6%)

(33.9%)

(41.1%)

(28.5%)

(33.9%)

(18.4%)

(30.8%)

(39.3%)

(24.4%)

(19.1%)

(13.4%)

(19.9%)

(28.8%)

(25.0%)

(13.5%)

(52.2%)

(55.2%)

(60.3%)

(44.2%)

(42.9%)

(54.9%)

(28.7%)

(31.8%)

(19.9%)

(27.1%)

(32.1%)

(31.6%)

※（）内は前回調査結果



増額
29.7%

同規模
43.6%

減額
11.8%

実施しない
14.9%

(n=296)
実施予定

22.0%
実施しない

78.0%

(n=505)

実施した 37.0% 実施していない 63.0%

(n=801)
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（２）上昇した事業コストの転嫁について

②原材料価格

2014年調査

2015年調査

2015年調査見通し

③燃料・光熱費

４．事業コストについて

５．経営資源について～人材～

（１）人員の過不足状況

（１）2014年の実施状況 （２）2015年の実施見通し

５．経営資源について～設備～

（２）不足している人員（「不足」回答企業・複数回答）

（３）人員不足に対する貴社の対応策（「不足」回答企業・複数回答）

（４）人員確保に必要な支援策（「不足」回答企業・複数回答）

○商品仕入れ単価及び原材料価格については、6割強が「上昇」と回答。昨年の調査結果では4割強が「上昇」と回答
しており、昨年より「上昇」が増加している。また、上昇した事業コストの転嫁については、「一部しか転嫁できていない」
(60.5%)が最も多く、「全く転嫁できていない」(27.8%)と合せ、約9割が十分に転嫁できていない。

○6割の企業が「不足」と回答。特に建設業では8割強が「不足」と回答している。
○スタッフ層では、「現場・作業スタッフ」(58.5%)や「営業スタッフ」(50.5%)の不足が顕著である。
また、管理監督者層では、「現場・作業の管理監督者」が25.0%と最も高くなっている。
○人員不足への対応としては「中途採用の強化」が53.2％と最も高く、次いで、「人材育成の強化」(38.0%)となってい
る。また、「人員不足の影響はあるが対応できていない」も3割弱となっている。
○必要な支援策については、「人材育成・職業訓練に対する支援強化」「採用活動経費への助成」「トライアル雇用
制度の拡充」がそれぞれ3割強となっている。

○2014年に設備投資を実施した割合は37.0％。2015年の実施見通しについては、45.3％が実施を予定している。各
年とも製造業が最も多く、次いでサービス業となっている。
○金額ベースでみると、2014年に設備投資を実施した企業の8割強が引き続き実施を予定しており、特に3割は増額
を予定している。

（１）一年前と比較した事業コストの変動

上昇
47.0%

変わらない
50.5%

下落
2.5%

(n=691)

2014年実施状況

2015年実施見通し

※消費増税の影響を除く

上昇
64.8%

不変
33.3%

下落
1.9%

(n=633)

上昇
43.4%

変わらない
53.3%

下落
3.4%

(n=798)

①商品仕入れ単価

2014年調査

2015年調査

2015年調査見通し

上昇
63.7%

不変
33.8%

下落
2.6%

(n=705)

上昇
62.3%

不変
23.0%

下落
2.2%

わからない
12.5%

(n=727)

上昇
61.6%

不変
20.7%

下落
2.3%

わからない
15.5%

(n=666)

全く転嫁で

きていない
27.8%

一部しか転嫁

できていない
60.5%

全て転嫁で

きている
11.8%

(n=727)

53.2%

38.0%

27.4%

21.1%

18.3%

17.9%

17.3%

15.6%

14.8%

10.6%

6.3%

3.6%

27.9%

3.6%

0% 20% 40% 60%

中途採用の強化

人材育成の強化

業務の効率化・省力化を図る

高齢者の積極的活用(定年延長を含む)

大卒の新規学卒者の採用強化

高卒・専門卒の新規学卒者の採用強化

正社員の確保が難しく、派遣・パート・アルバイトで補う

１人当たりの業務量の増加

賃金・時給の引き上げ

女性が働きやすい環境の整備

非正規社員の正社員登用

その他の対応策

人員不足の影響はあるが、対応できていない

人員不足の影響は小さく、特に対応していない (n=526)

36.4%

36.2%

33.7%

24.8%

24.8%

15.7%

14.3%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40%

人材育成・職業訓練に対する支援強化

採用活動経費への助成(説明会参加費や求人掲載料等)

トライアル雇用(試用雇用)制度の拡充

学生・学校とのマッチングの支援強化

70歳程度までの雇用継続の取り組みに対する支援強化

女性が働きやすい環境の整備に対する助成(ソフト・ハード面)

OB人材(大企業・他社等)等の採用に対する支援強化

その他 (n=483)

58.5%

50.5%

22.8%

15.0%

25.0%

13.4%

5.8%

4.2%

1.5%

0% 20% 40% 60%

現場・作業スタッフ

営業スタッフ

企画・研究・開発スタッフ

総務・事務スタッフ

現場・作業の管理監督者

営業の管理監督者

企画・研究・開発の管理監督者

総務・事務の管理監督者

その他 (n=521)

62.7%

58.9%

86.3%

55.3%

42.4%

65.1%

34.4%

34.7%

13.7%

43.3%

52.5%

32.4%

3.0%

6.4%

1.4%

5.1%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

不足 適正 過剰

(n=841)

(n=202)

(n=124)

(n=215)

(n=59)

(n=241)

37.0%

43.7%

35.5%

26.4%

31.6%

42.4%

63.0%

56.3%

64.5%

73.6%

68.4%

57.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

実施した 実施していない

(n=197)

(n=801)

(n=121)

(n=197)

(n=57)

(n=229)

45.3%

53.8%

43.8%

39.1%

36.8%

46.3%

54.7%

46.2%

56.2%

60.9%

63.2%

53.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

実施予定 実施しない

(n=801)

(n=197)

(n=121)

(n=197)

(n=57)

(n=229)

※2014年は「燃料価格」の調査結果

2015年調査

2015年調査見通し

2014年調査

上昇
54.3%

変わらない
44.5%

下落
1.1%

(n=633)

上昇
55.7%

不変
38.9%

下落
5.4%

(n=666)

上昇
44.1%

不変
31.6%

下落
4.9%

わからない
19.4%

(n=692)



53.9%

43.9%

39.7%

31.5%

26.8%

18.8%

14.6%

13.6%

11.5%

9.2%

9.1%

8.0%

7.9%

7.7%

6.6%

6.4%

4.7%

4.6%

4.4%

4.1%

4.0%

3.7%

2.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

資金繰り支援

人材確保への支援

中小企業関連税制の拡充

人材育成への支援

事業承継への支援

販路開拓・マーケティング支援

新分野への進出支援

中小企業支援施策の情報発信や申請支援

製品・サービス開発への支援

海外展開支援

消費税の価格転嫁対策

下請取引の監視・指導

IT化支援(HP改良や業務システム導入支援等)

Ｍ＆Ａに係わる支援

事業再生支援(改善計画作成、金融調整等)

経営革新支援(経営戦略の作成等)

省エネ対策への支援(設備導入、コンサル等)

企業間連携の促進

産学官連携の促進

知的財産権の保護・活用支援

地域活性化(観光、コミュニティ等)支援

創業・ベンチャー企業支援

ＢＣＰ(事業継続計画）策定支援

特にない (n=833)

金融機関に解除に

ついて相談した
25.1%

金融機関に解除につい

て相談していない
74.9%

(n=283)

62.2%

28.8%

20.5%

14.6%

11.5%

6.1%

4.6%

2.2%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

通常の運転資金

売上(受注)増に伴う増加運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に係わる資金

新規事業に係わる資金

人材採用に係わる資金

研究開発資金

宣伝・PRに係わる資金

その他 (n=410)

ある
49.5%

ない
50.5%

(n=833)

4

（１）今後1年間の借入意向

５．経営資源について～資金～

６．個人保証の提供について

７．必要な支援策について

※上位5項目（業種別）

○今後1年間の借入意向について、「ある」が49.5%、「ない」が50.5%と、ほぼ半々となっている。
○借入の資金使途としては、「通常の運転資金」が62.2%となっている。借入意向のない理由としては、「十分な手元資金がある」(36.9%)が最
も高く、次いで「資金需要がない」(28.5%)、「直近で資金調達を行った」(20.9%)となっている。借入困難を理由とする割合は低い。

（１）経営者保証ガイドラインの認知度 （２）個人保証の解除の意向について（個人保証付借入のある方）

（３）金融機関への相談状況

【相談の結果、解除していない/解除できない理由(複数回答)】

○経営者保証ガイドラインについて、「名称のみ知っている」（38.9%）が最も多く、「名称、内容ともに知っている」(22.7%)と併せて6割が名称を認
知している。一方、内容の認知度については、「名称、内容ともに知らなかった」(38.4%)、「名称のみ知っている」(38.9%)を併せて8割弱が認知
していない。引き続き、ガイドラインの周知強化が必要であるとともに、内容の周知強化も求められる。
○個人保証付借入における個人保証について、「解除の意向はあるが、解除していない/解除できない」が44.6%と最も高くなっている。
○金融機関への相談状況については、「相談した」(25.1%)、「相談していない」(74.9%)となっている。相談した企業の解除できていない理由とし
ては、「融資条件が厳しくなると言われた」が58.6％と最も高くなっている。一方、相談していない企業においては、「融資条件が厳しくなると考
えるため」(43.6%)が最も高く、次いで、「個人保証を提供することはやむを得ないと考えているため」(32.2%)となっている。

○「資金繰り支援」(53.9%)が最も高く、次いで、「人材確保への支援」(43.9%)、「中小企業
関連税制の拡充」(39.7%)となっている。上位5項目について業種別にみると、小売業で
は、「資金繰り支援策」(63.8%)、建設業では、「人材確保への支援」(66.1%)が高くなってい
る。

【借入意向ありの資金使途】(複数回答) 【借入意向なしの理由】(複数回答)

【借入の意向】

(複数回答)

【相談していない理由(複数回答)】

(41.2%)
(37.1%)

(24.3%)

(33.1%)

(27.9%)

(22.1%)

(15.5%)

(9.1%)

(16.1%)

(12.8%)

(6.6%)

(7.3%)

(11.4%)

(8.0%)

(10.3%)

(7.7%)

(4.3%)
(5.4%)

(3.9%)

(4.7%)

(3.6%)

(3.0%)

(3.9%)
(9.4%)

(52.9%) (47.1%)

※（）内は前回調査結果

36.9%

28.5%

20.9%

11.0%

7.6%

4.5%

6.8%

0%10%20%30%40%

十分な手元資金がある

資金需要がない

直近で資金調達を行った

借入枠に余裕がない

業績が悪化している

直近の決算書で金融機関に断られた

その他

(n=382)

名称、内容とも

に知っている
22.7%

名称のみ

知っている
38.9%

名称、内容ともに

知らなかった
38.4%

(n=837)

解除の意向はあるが、解除

していない/解除できない
44.6%

解除の見込みが立っている 5.7%

解除の意向

はない
13.2%

わからない
36.5%

(n=650)

58.6%

24.3%

8.6%

8.6%

2.9%

12.9%

0% 20% 40% 60% 80%

金融機関から「個人保証を解除する場合、

融資条件が厳しくなる」と言われたため

「財務基盤の強化」が

不十分と判断されたため

ガイドラインの説明を受け、自社では

対応できないと考えたため

「法人と個人の分離」が不明確と

判断されたため

「定期的な経営状況の報告」が

不十分と判断されたため

その他 (n=70)

43.6%

32.2%

28.9%

27.0%

16.1%

13.3%

0%20%40%60%

個人保証を解除する場合、融資

条件が厳しくなると考えるため

融資を受ける上で、個人保証を提供する

ことはやむを得ないと考えているため

金融機関に申し出にくいため

(心理的要因)                   

個人保証の解除について相談できる

経営状態ではないと考えるため

ガイドラインの要件を満た

していないと考えるため

その他(n=211)

53.9%

43.9%

39.7%

31.5%

26.8%

49.0%

37.6%

43.6%

31.2%

31.2%

57.0%

66.1%

37.2%

45.5%

28.9%

51.7%

37.9%

39.8%

24.6%

27.5%

63.8%

29.3%

34.5%

27.6%

22.4%

56.0%

46.9%

39.0%

31.5%

22.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

資金繰り支援

人材確保への支援

中小企業関連税制の拡充

人材育成への支援

事業承継への支援

全体
製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業

(n=833)
(n=202)
(n=121)
(n=211)

(n=58)
(n=241)


